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政策体系番号：Ⅵ-１-１～Ⅵ-６-１ 

平成２２年度 総合評価書 
「子ども・子育て応援プラン」について 

平成 2３年３月 

雇用均等・児童家庭局総務課(田河慶太課長)［主担当］ 

雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室(黒田秀郎室長)［施策６関連］  
雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止対策室(杉上春彦室長)［施策１６、１７、１９関連］ 

雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課(塚崎裕子課長)［施策１～５、９関連］ 

雇用均等・児童家庭局家庭福祉課(高橋俊之課長)［施策８、２０～２５関連］ 
雇用均等・児童家庭局育成環境課(真野寛課長)［施策１１関連］ 

雇用均等・児童家庭局保育課(今里讓課長)［施策７、１０、１２～１５関連］ 

雇用均等・児童家庭局母子保健課(泉陽子課長)［施策２６～２８関連］ 

１． 政策体系との関連 
厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策中目標＞施策小目標を設定して政策を実施してい

ます。評価対象施策は、政策の体系上、次の網掛け部分又は下線部と関連しています。 

関連施策の実績や評価は、施策中目標ごとに作成している実績評価書又はモニタリング結果報告

書を参照下さい。 

【政策体系（図）】  

基本目標 

施
策
大
目
標 

 

分
野 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

雇
用
環
境
及

び
就
業
環
境

の
整
備 

子
ど
も
の
健

全
な
育
ち
を

支
援
す
る
社

会
の
実
現 

子
育
て
家
庭

の
生
活
の
安

定 児
童
虐
待
等

へ
の
支
援
体

制
整
備 

母
子
保
健
衛

生
対
策
の
充

実 総
合
的
な
母

子
家
庭
等
の

自
立 

 

施策中目標 

１ 男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両立ができる雇用環境

及び多様な就業ニーズに対応した就業環境を整備すること 

２ 地域における子育て支援等施策の推進を図ること 

 児童の健全な育成及び資質の向上に必要なサービスを提供すること 

 保育所の受入児童数を拡大するとともに、多様なニーズに対応できる保育サービスを

確保すること 

３ 子育て家庭の生活の安定を図ること 

４ 児童虐待や配偶者による暴力等への支援体制の充実を図ること 

５ 母子保健衛生対策の充実を図ること 

６ 母子家庭の母等の自立のための総合的な支援を図ること 
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【政策体系（文章）】 

基本目標Ⅵ 男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなどを 

可能にする社会づくりを推進すること 

施策大目標１ 男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両立がで

きる雇用環境及び多様な就業ニーズに対応した就業環境を整備するこ

と 

施策中目標１ 男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両

立ができる雇用環境及び多様な就業ニーズに対応した就業環境を

整備すること 

 

施策大目標２ 利用者のニーズに対応した多様な保育サービスなどの子育て支援事業

を提供し、子どもの健全な育ちを支援する社会を実現すること 

施策中目標２ 地域における子育て支援等施策の推進を図ること 

       児童の健全な育成及び資質の向上に必要なサービスを提供するこ

と 

保育所の受入児童数を拡大するとともに、多様なニーズに対応で

きる保育サービスを確保すること 

 

施策大目標３ 子育て家庭の生活の安定を図ること 

施策中目標３ 子育て家庭の生活の安定を図ること 

 

施策大目標４ 児童虐待や配偶者による暴力等の発生予防から保護・自立支援までの切

れ目のない支援体制を整備すること 

施策中目標 4 児童虐待や配偶者による暴力等への支援体制の充実を図ること 

 

施策大目標５ 母子保健衛生対策の充実を図ること 

施策中目標 5 母子保健衛生対策の充実を図ること 

 

施策大目標６ 総合的な母子家庭等の自立を図ること 

施策中目標 6 母子家庭の母等の自立のための総合的な支援を図ること 
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２． 評価の契機・評価の視点 

（１）評価の契機 

「子ども・子育て応援プラン」（平成１６年１２月２４日少子化社会対策会議決定）（以下「プ

ラン」という。）が平成２１年度を最終年度としていることを踏まえ評価を行います。 

 

（２）評価の視点 － 指摘されている課題等 

 平成１６年６月４日に閣議決定された「少子化社会対策大綱」の掲げる４つの重点課題に

沿って、平成２１年度までの５年間に講ずる具体的な施策内容と目標を提示したプランが策

定されています。 

【参考】「少子化社会対策大綱」の掲げる４つの重点課題 

Ⅰ 若者の自立とたくましい子どもの育ち 

Ⅱ 仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し 

Ⅲ 生命の大切さ、家庭の役割等についての理解 

Ⅳ 子育ての新たな支え合いと連帯 

３． 評価の方法等 

（１）収集した情報・データ等 

プランに位置づけられている主な施策について評価を行います。 

１．女性の育児休業取得率 

２．男性の育児休業取得率 

３．小学校就学の始期までの勤務時間短縮等措置の普及率 

４．ファミリー・フレンドリー企業の普及促進 

５．一般事業主行動計画の策定・実施の支援 

６．地域における子育て支援の拠点の整備 

７．一時・特定保育の推進 

８．子育て短期支援事業の推進 

９．ファミリー・サポート・センターの推進 

10．保育所の受入れ児童数の拡大 

11．放課後児童クラブの推進 

12．延長保育の推進 

13．休日保育の推進 

14．夜間保育の推進 

15．乳幼児健康支援一時預かり（病後児保育）の推進 

16．虐待防止ネットワークの設置 
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17．乳児健診未受診児など生後４か月までに全乳児の状況の把握 

18．児童相談所の夜間対応等の体制整備 

19．虐待対応のための協力医療機関の充実 

20．個別対応できる一時保護所の環境改善 

21．児童家庭支援センターの整備 

22．施設の小規模化の推進 

23．里親の拡充 

 24．自立援助ホームの整備 

 25．母子家庭等ひとり親家庭への支援の推進・総合的な自立に向けた支援の推進 

 26．思春期保健対策等の推進（10 代の人工妊娠中絶率の低下） 

 27．不妊専門相談センターの整備 

 28．特定不妊治療費助成事業の推進 

 

（２）評価手法等 ― 有識者の活用、パブリックコメントの実施等を含む 

新たな子ども・子育て支援のための総合的な対策である「子ども・子育てビジョン」の策定のた

め、平成２１年１０月に「子ども・子育てビジョン（仮称）検討ワーキングチーム」が内閣府に設

置され、国民からの意見募集や関係省庁、有識者からのヒアリングが行われました。 

４． 評価結果等 

（１）評価結果 － 把握された問題点及びその原因 

１．女性の育児休業取得率 

・平成２１年度までの目標    ８０％（今後１０年間の目標値） 

・平成２１年度実績     ８５．６％ 

・分析・評価 

育児休業取得率については、女性が平成１７年度に７２．３％が平成２１年度には８

５．６％となり、８０％という目標は既に達成されており、取組は有効であったと評価

できます。一方で、第一子出産前後の継続就業率は３８％にとどまっていることから、

引き続き、仕事と家庭の両立支援対策を行っていきます。 

 

２．男性の育児休業取得率 

  ・平成２１年度までの目標    １０％（今後１０年間の目標値） 

  ・平成２１年度実績     １．７２％ 

  ・分析・評価 

男性の育児休業取得率については、平成１７年度０．５０％が平成２１年度には１．７

２％に上昇しており、取組は有効であったと評価できます。しかし、依然として低い水

準にとどまっています。こうした状況を踏まえ、男性のワーク・ライフ・バランスを実
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現するとともに女性の仕事と家庭の両立の負担を軽減し、その継続就業や円滑な職場復

帰を図るため、引き続き男性の育児休業の取得促進策が必要です。 

 

３．小学校就学の始期までの勤務時間短縮等措置の普及率 

  ・平成２１年度までの目標    ２５％（今後１０年間の目標値） 

  ・平成２１年度実績     ３１．１％ 

  ・分析・評価 

「小学校就学の始期に達するまで」以上の勤務時間短縮等の措置が規定されている事業

所内の割合についても、平成１７年度の１６．３％から平成２１年度には３１．１％と

着実に増加しているところです。このため、取組は有効であったと評価できます。 

 

４．ファミリー・フレンドリー企業の普及促進 

  ・平成２１年度までの目標    表彰企業数７００企業（２１年度までの累計） 

  ・平成２１年度実績            ３３５企業 

  ・分析・評価 

ファミリー・フレンドリー企業表彰数は、平成２１年度に前年度より１２社増加し３３

５社となり、両立支援に取組む会社は増加しています。目標である７００企業にとどか

なかった理由としては、平成１８年度より表彰基準を厳しくしたことから、企業数の増

加割合が低くなったことが考えられます。今後の取組としては、「子ども・子育てビジ

ョン」において、顕彰制度等による積極的取組企業の社会的な評価を推進することとし

ており、さらなる普及促進に向け、都道府県労働局等を通じ、表彰の周知広報を行って

いきます。 

 

５．一般事業主行動計画の策定・実施の支援 

  ・平成２１年度までの目標 

行動計画を策定し、次世代育成支援に取り組む企業の割合  大企業 １００％ 

中小企業 ２５％ 

  ・平成２１年度実績 

                               大企業 ９４．７％ 

                               中小企業１０．７％ 

  ・分析・評価 

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定・届出件数は、平成２１年

度には前年度より４，８３５社増加しており、子育てしやすい環境整備に向けた取組を

行う企業の数は着実に増加しています。しかしながら、次世代育成支援対策推進法の改

正に伴い、平成２３年４月１日から策定・届出が義務化される１０１人以上３００人以

下企業の届出率をみると、依然として低い水準にとどまっていることから、引き続き策

定・届出を促す必要があります。 
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６．地域における子育て支援の拠点の整備 

  ・平成２１年度までの目標    ６，０００か所（全国の中学校区の約６割で実施） 

※ひろば型・センター型・児童館型の合計 

  ・平成２１年度実績       ７，１３４か所 

（平成 21 年度交付決定ベース：市町村単独分含む） 

  ・分析・評価 

目標は達成されています。引き続き、地域の子育て支援拠点の設置を促進します。 

 

７．一時・特定保育の推進 

  ・平成２１年度までの目標    ９，５００か所（全国の中学校区の約９割で実施） 

  ・平成２１年度実績       ７，７２９か所（平成 21 年度交付決定ベース） 

  ・分析・評価 

平成 21 年度までの目標には届いていませんが、平成 16 年度の 2,954 か所より着実に増

加しています。目標に届いていない理由としては、これまで予算事業であった一時保育

促進事業を多様な主体を前提にして、質を確保しつつ普及促進を図るため、一時預かり

事業として児童福祉法に定めるとともに、社会福祉法の第二種社会福祉事業に位置付け

たことに伴い、従来一時保育を実施していた保育所において評議員の設置・経理区分の

明確化等の新たな事務負担が生じることとなり、実施か所数が増加しなかったためと考

えられます。なお、平成 22 年 6 月の構造改革特別区域推進本部決定に基づき、平成 22

年 10 月 14 日に「社会福祉法人の認可について」及び「保育所における社会福祉法人会

計基準の適用について」の一部改正通知を発出し、保育所を経営する事業のみの社会福

祉法人が一時預かり事業を行う場合については、評議員の設置及び経理区分の明確化の

適用を除外しました。 

 

８．子育て短期支援事業の推進 

  ・平成２１年度までの目標 

    ショートステイ事業の推進 

８７０か所（全国の児童養護施設、母子生活支援施設、乳児院の約９割で実施） 

    トワイライトステイ事業の推進 

５６０か所（全国の児童養護施設、母子生活支援施設、乳児院の約６割で実施） 

  ・平成２１年度実績 

    ショートステイ事業の推進     ６３７か所（交付決定ベース） 

    トワイライトステイ事業の推進   ３３０か所（交付決定ベース） 

  ・分析・評価 

    子育て短期支援事業については、平成１６年度５６９か所（ショートステイ事業）、３

１０か所（トワイライトステイ事業）から平成２１年度には６３７か所（ショートステイ

事業）、３３０か所（トワイライトステイ事業）に増加しましたが、目標値に達しておら

ず、今後も引き続き推進していく必要があります。 
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９．ファミリー・サポート・センターの推進 

  ・平成２１年度までの目標    ７１０か所（全国の市区町村の約４分の１で実施） 

  ・平成２１年度実績       ５９９か所 

  ・分析・評価 

ファミリー・サポート・センターの運営費の補助を実施するとともに、ポスター、リー

フレットの配布によりファミリー・サポート・センターの設置促進及び利用促進を図っ

ており、実施箇所は着実に増えています。「子ども・子育て応援プラン」では、達成目

標として、全国の市区町村の約４分の１で実施となる７１０か所の設置を掲げてきたと

ころですが、平成２２年３月３１日現在の市区町村数１，７５０の４分の１となる４３

８か所を上回る設置を行っているところです。今後は、「子ども・子育てビジョン」の

目標である９５０市町村（平成２６年目標値）を達成するため、さらなる設置促進に向

け、引き続きファミリー・サポート・センターの設置促進を図っていきます。 

 

10．保育所の受入れ児童数の拡大 

  ・平成２１年度までの目標    ２１５万人（定員数） 

  ・平成２１年度実績       ２１６万人（平成 22 年４月 1 日） 

  ・分析・評価 

保育所の定員数については、平成 16 年の 203 万人より着実に増加し、平成 21 年度まで

の目標である 215 万人を達成し、保育所の整備は計画的かつ着実に行われました。その

背景として、「子ども・子育て応援プラン」及び「新待機児童ゼロ作戦」（平成 20 年

2 月 27 日厚生労働省策定）に基づき、都市部を中心に待機児童の多い地域における重

点的な保育所整備が進んだことが考えられます。（平成 22 年 1 月 29 日に子ども・子育

てビジョン（閣議決定）が策定され、策定後はビジョンに基づき保育サービスの拡充に

取り組んでいるところ。）また、平成 20 年度第２次補正予算において、各都道府県に

「安心こども基金」（※）を創設し、保育所整備等を推進し、さらに、「明日の安心と

成長のための緊急経済対策」（平成 21 年 12 月 8 日閣議決定）に基づき、地域の余裕ス

ペースを活用することなどにより、認可保育所の分園等の促進などを進めています。 

   

※平成 20 年度第 2 次補正予算 1,000 億円 

平成 21 年度第 1 次補正予算 1,500 億円の積み増し 

     平成 21 年度第 2 次補正予算 200 億円の積み増し 

 

11．放課後児童クラブの推進 

  ・平成２１年度までの目標   １７，５００か所（全国の小学校区の約４分の３で実施） 

  ・平成２１年度実績      １８，４７９か所 

  ・分析・評価 

引き続き、放課後児童クラブの登録児童数の増加等に必要なソフト面及びハード面での

支援措置の拡充を図ることが必要です。 
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12．延長保育の推進 

  ・平成２１年度までの目標    １６，２００か所（全国の保育所の約７割で実施） 

  ・平成２１年度実績       １５，９０１か所（平成 21 年度交付決定ベース） 

  ・分析・評価 

平成 21 年度までの目標には届いていませんが、平成 16 年度の 12,783 か所より着実に

増加しています。特に、国庫補助の対象である民間保育所については、実施か所数は着

実に伸びています。 

 

13．休日保育の推進 

  ・平成２１年度までの目標    ２，２００か所（全国の保育所の約１割で実施） 

  ・平成２１年度実績         ９７８か所（平成 21 年度交付決定ベース） 

  ・分析・評価 

平成 21 年度までの目標には届いていませんが、平成 16 年度の 666 か所より着実に増加

しています。目標に届いていない理由としては、休日勤務により、保育士の確保等が困

難であることが考えられます。 

 

14．夜間保育の推進 

  ・平成２１年度までの目標    １４０か所（人口３０万人以上の市の約５割で実施） 

  ・平成２１年度実績        ７７か所（平成 21 年度交付決定ベース） 

  ・分析・評価 

平成 21 年度の目標には届いていませんが、平成 16 年度の 66 か所より着実に増加して

います。目標に届いていない理由としては、夜間勤務により、保育士の確保等が困難で

あることが考えられます。 

 

15．乳幼児健康支援一時預かり（病後児保育）の推進 

  ・平成２１年度までの目標    １，５００か所（全国の市町村の約４割で実施） 

  ・平成２１年度実績       １，２５０か所（体調不良児対応型含） 

（平成 21 年度交付決定ベース） 

  ・分析・評価 

平成 21 年度までの目標には届いていませんが、平成 16 年度の 507 か所より着実に増加

しています。目標に届いていない理由としては、社会保障国民会議の指摘を踏まえ、平

成２０年度まで利用実績にかかわらず、１か所当たり定額の国庫補助を、平成２１年度

より基本分（定額補助）と加算分（利用実績に応じた実績補助）の２階建ての補助方式

としましたが、その改正初年度であり、実施か所数が伸びなかったためと考えられます。

なお、平成２２年度においては、より地域の利用状況に応じた事業実施ができるよう国

庫補助基準額の見直し（増額）を行いました。 
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16．虐待防止ネットワークの設置 

  ・平成２１年度までの目標    全市町村 

  ・平成２１年度実績      １，７５５市町村（要保護児童対策地域協議会又は児童虐 

待防止ネットワークの設置） 

（全国の市町村数に占める割合 97.6％） 

  ・分析・評価 

市町村における子どもを守る地域ネットワークは、児童虐待の早期発見・早期対応を図

るため関係機関が情報共有を図りながら対応を図るものであり、概ね目標が達成されて

います。 

 

17．乳児健診未受診児など生後４か月までに全乳児の状況の把握 

  ・平成２１年度までの目標    全市町村で実施 

  ・平成２１年度実績       １，５１２市町村（乳児家庭全戸訪問事業） 

（全国の市町村数に占める割合 84.1％） 

  ・分析・評価 

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）は、すべての乳児のいる家庭を訪問

し、子育ての孤立化を防ぎ、乳児の健全な育成環境の整備を図るものであり、市町村の

取組が推進されているものと認められるものの、未だ事業を実施していない市町村が存

在しており、様々な機会を通じて実施を促していくことが必要です。 

 

18．児童相談所の夜間対応等の体制整備 

  ・平成２１年度までの目標    全都道府県・指定都市で実施 

  ・平成２１年度実績       ６７都道府県・指定都市・児童相談所設置市 

  ・分析・評価 

児童相談所の夜間対応等の体制が児童相談所を設置するすべての自治体で確保されて

います。しかしながら、全国の児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数は増

加し続けていることから、児童相談における相談体制を維持・促進するために継続して

実施する必要があります。 

 

19．虐待対応のための協力医療機関の充実 

  ・平成２１年度までの目標    全都道府県・指定都市で実施 

  ・平成２１年度実績       ６１都道府県・指定都市・児童相談所設置市 

  ・分析・評価 

地域の医療機関との協力、連携体制が推進されているが、児童虐待に対する医療的ケア

の重要性にかんがみ、継続して実施することや未実施の自治体に対し実施を促していく

ことが必要です。 

 

20．個別対応できる一時保護所の環境改善 
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  ・平成２１年度までの目標    全都道府県・指定都市で実施 

  ・平成２１年度実績       ３５都道府県・指定都市・児童相談所設置市 

  ・分析・評価 

虐待を受けた子どもと非行児童との混合処遇の状況を改善することや、非行児童に個別

対応できる居室等の改善については、取組が進んでいないため未実施の自治体に対し実

施を促していくことや、引き続き支援していくことが必要です。 

 

21．児童家庭支援センターの整備 

  ・平成２１年度までの目標    １００か所（都道府県に２か所、指定都市に 

１か所程度設置） 

  ・平成２１年度実績        ７８か所 

  ・分析・評価 

児童家庭支援センターの整備については、平成１６年度５１か所から平成２１年度７８

か所に増加しましたが、目標値には達しておらず、今後も引き続き推進して行く必要が

あります。 

 

22．施設の小規模化の推進 

  ・平成２１年度までの目標    ８４５か所（児童養護施設等において１施設あたり 

１か所程度小規模ケアを実施） 

  ・平成２１年度実績       ６４８か所 

  ・分析・評価 

施設の小規模化の推進については、平成１６年度２９９か所から平成２１年度６４８

か所に増加しましたが、目標値には達しておらず、今後も引き続き推進して行く必要が

あります。 

 

23．里親の拡充 

  ・平成２１年度までの目標 

    児童養護施設、乳児院、里親に措置された児童のうち里親への委託率 １５％ 

    専門里親登録者総数   ５００人 

  ・平成２１年度実績 

    児童養護施設、乳児院、里親に措置された児童のうち里親への委託率  １０．８％ 

    専門里親登録者総数   ５４８人  

  ・分析・評価 

         里親委託率については、プラン策定時（H15 年度）８．１％から着実に増加したもの

の、目標値には達しておらず、今後も引き続き推進して行く必要があります。 

    専門里親登録者数については、目標値を達成することができました。今後も引き続き

推進していきます。 
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24．自立援助ホームの整備 

  ・平成２１年度までの目標    ６０か所（都道府県・指定都市に１か所程度で実施） 

  ・平成２１年度実績       ５８か所 

  ・分析・評価 

自立援助ホームの整備状況については、目標値を概ね達成することができました。今

後も引き続き推進していきます。 

 

25．母子家庭等ひとり親家庭への支援の推進・総合的な自立に向けた支援の推進 

  ・平成２１年度までの目標    母子家庭等就業・自立支援センターを 

全都道府県・指定都市・中核市に設置 

  ・平成２１年度実績       １０６か所（全都道府県・指定都市・中核市） 

  ・分析・評価 

母子家庭等就業・自立支援センターの設置状況については、目標値を達成しています。

今後も引き続き推進していきます。 

 

26．思春期保健対策等の推進 

  ・平成２１年度までの目標    １０代の人工妊娠中絶率の低下 

  ・平成２１年度実績       ７．１ 

  ・分析・評価 

１０代の人工妊娠中絶実施率は、平成１２年度の１２．１から確実に低下しており、目

標を達成していますが、都道府県間での格差があるため、人工妊娠中絶実施率が高い自

治体において、今後より一層の取組がなされるよう、推進していく必要があります。 

 

27．不妊専門相談センターの整備 

  ・平成２１年度までの目標   ９５都道府県市（全都道府県・指定都市・中核市で設置） 

  ・平成２１年度実績      ６０都道府県市 

  ・分析・評価 

不妊専門相談センターを設置する自治体の数は、平成１６年度の５１都道府県市から増

加しており、着実な整備が図られていると評価できますが、未だ事業を実施していない

自治体に対しては、引き続き、理解を求めていくことが必要です。 

 

28．特定不妊治療費助成事業の推進 

  ・平成２１年度までの目標    ９５都道府県市（全都道府県・指定都市・中核市で実施） 

  ・平成２１年度実績      １０６都道府県市（全都道府県・指定都市・中核市） 

  ・分析・評価 

特定不妊治療費助成事業を実施する自治体の数は、事業を開始した平成１６年度には８

７都道府県市でしたが、平成１７年度からは全都道府県、指定都市及び中核市で実施さ
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れており、着実な推進が図られていると評価できます。今後は、事業のより効果的な運

用を図るため、助成対象の範囲等について検討を行うことが必要です。 

 

（２）今後の方向性 

平成１７年度から平成２１年度までの５年間に講ずる施策内容と数値目標を提示した「子ども・

子育て応援プラン」が見直され、新たに子ども・子育て支援の総合的な対策である「子ども・子育

てビジョン」（平成２２年１月２９日閣議決定）が策定されました。この「子ども・子育てビジョ

ン」では、子どもが主人公（チルドレン・ファースト）と位置づけ、「少子化対策」から「子ども・

子育て支援」へと考え方を転換しており、社会全体で子どもと子育てを応援する社会の実現を目指

し、平成２２年度から平成２６年度までの５年間で目指すべき施策内容と具体的な数値目標を掲げ、

保育サービスの充実やワーク・ライフ・バランスの推進など、子どもの育ちを社会全体で支え合う

環境づくりに取り組んでいくこととしています。 

５． 参考 
本評価書中で引用したデータ等は以下のサイトで確認できます。 

サイト名について特に記載のないものは、厚生労働省のホームページです。 

 

○女性の育児休業取得率、男性の育児休業取得率、小学校就学の始期までの勤務時間短縮等措

置の普及率 

厚生労働省「雇用均等基本調査」（http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/71-21.html） 

○ファミリー・フレンドリー企業表彰企業数、一般事業主行動計画策定・届出件数 

   厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課調べによる。 

○地域における子育て支援拠点設置数 

国庫補助については、厚生労働省のホームページに掲載。 

市町村単独事業については、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室

調べによる。 

○一時・特定保育か所数、延長保育か所数、休日保育か所数、夜間保育か所数、乳幼児健康支

援一時預かり（病後児保育）か所数 

   厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課調べによる。 

○ショートステイ事業か所数、トワイライトステイ事業か所数 

   厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課調べによる。 

○ファミリー・サポート・センター実施市区町村数 

   厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課調べによる。 

○保育所の受入れ児童数 

    「福祉行政報告例（概数）」（http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/38-1.html） 

○放課後児童クラブ設置か所数 
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  厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課調べによる。 

○虐待防止ネットワーク設置市町村数、乳児家庭全戸訪問事業実施市町村数 

  厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止対策室調べによる。 

○児童相談所の夜間対応等の体制整備実施都道府県・指定都市・児童相談所設置市数 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課調べによる。 

○虐待対応のための協力医療機関の充実実施都道府県・指定都市・児童相談所設置市数 

  厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課調べによる。 

○個別対応できる一時保護所の環境改善実施都道府県・指定都市・児童相談所設置市数 

  厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課調べによる。 

○児童家庭支援センター設置か所数 

  厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課調べによる。 

○施設の小規模化実施か所数 

  厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課調べによる。 

○児童養護施設、乳児院、里親に措置された児童のうち里親への委託率、専門里親登録者総数 

  厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課調べによる。 

○自立援助ホーム設置か所数 

  厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課調べによる。 

○母子家庭等就業・自立支援センター設置都道府県・指定都市・中核市数 

  厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課調べによる。 

○10 代の人工妊娠中絶率 

  「衛生行政報告例」（http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/36-19.html） 

○不妊専門相談センター設置都道府県数 

  厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べによる。 

○特定不妊治療費助成事業実施都道府県・市町村数 

  厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べによる。 


